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（１）

内容（第５期計画記載） 主要事業（第５期計画Ｐ37～） 主要事業の概要(第５期計画Ｐ３７～） 担当課 評価 評価の理由（具体的な取組状況） 今後の方向今後の課題・方針（次期計画要修正事項）

障害福祉サービスの実施
障害者総合支援法に基づき、居宅介護、短期入所、日中活動
支援（生活介護等）、施設入所支援等を実施する。

障がい福祉課 A
所定の事業を計画通り実施している
R3年度実利用者数　968人/日
R7年度実利用者数　1,100人/日

継続

修正なし。今後も継続して実施する。
支給決定者は年々増加しているものの、
市内の計画相談支援事業所の受け入れ状
況が間に合っておらず、市外の計画相談
支援事業所を利用するケースが増えてい
るのが課題。

補装具費の支給

身体の失われた部分や障がいのある部分を補って、日常生活
や働くことを容易にするため、義肢、装具、車いす、補聴器
などの購入または修理に対する費用を、身体障害者更生相談
所の判定を経て、支給する。

障がい福祉課 A
所定の事業を計画通り実施している
R3年度公費負担額　22,845千円
R7年度公費負担額　26,135千円

継続

修正なし。今後も継続して実施する。
利用者一人当たりの単価が上がってきて
いるので、予算の確保が課題。
※特にに児童関係（学校と自宅で別の補
装具が必要）

障害児通所支援の実施
児童福祉法に基づき、児童発達支援、放課後等デイサービ
ス、保育所等訪問支援等を実施する。

障がい福祉課 A

所定の事業を計画通り実施している
R3年度実利用者数　292人/日
R7年度実利用者数　411人/日

継続

継続して実施する。ただし、児童発達支
援及び放課後等デイサービスについて
は、サービスの質確保や事業所の乱立を
防ぐ観点から、総量規制が実施されるた
め、国の動向を注視しながら対応する必
要がある。
支給決定者は年々増加しているものの、
市内の計画相談支援事業所の受け入れ状
況が間に合っておらず、市外の計画相談
支援事業所を利用するケースが増えてい

地域生活支援事業の実施（必須
事業）

障害者総合支援法に基づき、障がい者等に対する理解を深め
るための研修・啓発事業や障がい者やその家族、地域住民等
が自発的に行う活動に対する支援事業、障がい者や障がい児
の保護者等からの相談に応ずるとともに、必要な情報の提供
等を行う事業、成年後見制度の利用に要する費用を支給する
事業、成年後見制度における法人後見の活動を支援するため
の研修等を行う事業、手話通訳者の派遣等を行う事業、日常
生活用具の給付又は貸与、手話奉仕員の養成を行う事業、障
がい者等の移動を支援する事業及び障がい者等を通わせ創作
的活動等の機会の提供を行う事業等の地域生活支援事業を実
施する。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続

修正なし。今後も継続して実施する。
制度上、国の補助金が1/2以内と定めら
れており、実態として満額の補助が見込
めない状況が続いているため、自治体間
で連携し、補助金の満額支給を要望する
必要がある。

地域生活支援事業の実施（任意
事業）

障害者総合支援法に基づき、市町村が地域の実情に応じて実
施する事業で、三木市では訪問入浴サービス事業、日中一時
支援事業、社会参加促進事業、更生訓練費給付事業、生活訓
練等事業等を実施する。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続

修正なし。今後も継続して実施する。
制度上、国の補助金が1/2以内と定めら
れており、実態として満額の補助が見込
めない状況が続いているため、自治体間
で連携し、補助金の満額支給を要望する
必要がある。

福祉タクシー等の利用助成
障がいのある人など、移動困難者の移動手段である福祉タク
シー等の利用に対して、助成を行う。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

障害児入浴サービス事業の実施
家庭において入浴することが困難な障がい児に対して、施設
での入浴サービスを提供する。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

緊急通報システムの普及

ひとり暮らしや高齢者のみの世帯などの要援護高齢者や、ひ
とり暮らしの重度身体障がい者の生活の安全を確保するため
に、緊急通信装置を貸与し、緊急事態における不安を解消す
る。

障がい福祉
課・高齢福祉

A

対象者に緊急通報装置を貸与し、近隣
協力員の協力により、急病や緊急時の
不安を解消し、生活の安全を確保でき
た。

継続

高齢者、障がい者が住み慣れた地域で安
心して暮らせるよう、地域住民の見守り
や支えあいにつながるサービスを推進
し、制度の周知を図る。

食の自立支援事業の実施
ひとり暮らしや高齢者のみの世帯または身体障がいにより、
調理が困難な方に定期的な配食サービスを行い、併せて安否
確認も行う。

障がい福祉
課・高齢福祉

A
高齢者世帯に対し、配食サービスに
よって栄養改善と見守り活動を行い、
地域での自立生活を支援できた。

継続
高齢者、障碍者が住み慣れた地域で自立
した暮らしを続けていけるよう制度の周
知を図り、サービスをさらに推進する。

訪問理容サービス事業の実施
寝たきりや外出が困難な重度の身体障がい者や要援護高齢者
が訪問理容サービスを利用するのに対して、助成を行う。

障がい福祉
課・高齢福祉

A
対象者が訪問理容サービスを利用する
のに対して、助成を行なった。

継続
高齢者、障がい者が住み慣れた地域で安
心して暮らせるようサービスを推進し、
制度の周知を図る。

施策

①
障害福祉サー
ビス事業の充
実

第５期計画該当ページ
基本目標 自立した生活を支える支援体制の整備

障害福祉サービス等の充実

障がい者・児が、住み慣れた地域で安心して生活
し、社会参加と自立を促進するため、利用できる
サービス内容や施設・事業者に関する情報など、
サービスの選択に必要な情報を提供します。ま
た、障がい児が児童福祉法に規定される地域で利
用することのできる障害児通所支援についても、
サービスの選択に必要な情報を提供します。事業
所等の関係機関と連携し、必要なサービスが必要
なときに利用できるよう、福祉サービス等の質と
量の確保に努めます。

②
地域生活支援
事業の充実

障がい者・児が、自立した日常生活または社会生
活を営むことができるよう、地域の特性や利用者
の状況に応じて地域生活支援事業を実施すること
により、障がい者・児の福祉の推進に努めます。

③
各種の生活支
援事業の充実

障がい者・児が、自立した日常生活または社会生
活を営むことができるよう、利用者の状況に応じ
て様々な支援事業を実施することにより、障がい
者・児の福祉の推進に努めます。



市民福祉年金の支給

重度の身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳
所持者に対し、市民福祉年金を支給することにより、その生
活の向上と福祉の増進に寄与する。障害福祉サービスの現状
や近隣の自治体の状況を勘案し、見通しを検討する。

障がい福祉課 A

令和５年度まで、重度の身体障害者手
帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手
帳所持者に対し、市民福祉年金を支給
し、生活の向上と福祉の増進に寄与し
たため。
なお、障害者総合支援法の施行によ
り、障がい者の利用できる制度やサー
ビスが増加し、市民福祉年金の創設目
的が達成されたため、令和６年度から
制度を廃止した。

完了・廃止 次期計画から削除する。

障害基礎年金の周知

国民年金の被保険者期間中（20歳から60歳まで）に初診日が
ある病気やけがで障がい者になった方が一定の要件を満たし
た場合に支給される。20歳前や60歳から65歳までの間に初診
日がある場合でも対象になる場合がある。受給権者に18 歳
到達年度末までにある（障がい等級1級2級の障がいの状態に
ある場合は20歳未満の）子を扶養している場合は子の加算が
行われる。

保険年金課 A
関係各課と連携して制度周知及び年金
の裁定請求を行っている。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

三木市無年金外国籍等障害者特
別給付金の支給

昭和57年1月1日前に20歳に達していた外国人等で、年金制度
の資格要件により、障害基礎年金等を受けることができない
障がい者で、一定の要件を満たしている方に特別給付金を支
給する。

保険年金課 A
対象者の申請に備え、予算措置や制度
周知を行っている。

継続
他市からの転入等に備え今後も継続す
る。

特別児童扶養手当の進達
20歳未満の心身に中度以上の障がいのある児童を監護または
療育している方に支給される特別児童扶養手当の請求等の進
達業務。

こども福祉課 A 滞りなく適切な対応ができた。 継続
これは不要では？
障害者手帳と同じく、県は判定・支給決
定なので。

特別障害者手当の支給

著しく重度の心身障がいのため、日常生活に常時特別の介護
を要する20歳以上の在宅障がい者に対し、特別障害者手当を
支給し、その障がいによって生ずる特別な負担の軽減を図
る。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続

修正なし。今後も継続して実施する。
活用条件が障害者手帳だけでないので、
予算の見込みが立てにくい。
とくに高齢者の対象者になると活用条件
を満たしているか障がい福祉課だけでは
確認が困難になるため、過誤支給になる
ことがある。

障害児福祉手当の支給
重度の心身障がいのため、日常生活に常時特別の介護を要す
る20歳未満の在宅障がい児に対し、障害児福祉手当を支給
し、その障がいによって生ずる特別な負担の軽減を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

心身障害者扶養共済制度の推進

心身障がい者を扶養している人の相互扶助の精神に基づき、
心身障がい者を扶養している人が死亡し、または身体に障が
いがある状態になった後において、心身障がい者に終身一定
額の年金を支給することにより心身障がい者の生活の安定と
福祉の増進を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

新
新

③
各種の生活支
援事業の充実

障がい者・児が、自立した日常生活または社会生
活を営むことができるよう、利用者の状況に応じ
て様々な支援事業を実施することにより、障がい
者・児の福祉の推進に努めます。
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（１）

内容（第５期計画記載） 主要事業（第５期計画Ｐ37～） 主要事業の概要 担当課 評価 評価の理由（具体的な取組状況） 今後の方向 今後の課題・方針（次期計画要修正事項）

三木市障害者基幹相談支援センター
の設置

市役所内に設置する三木市障害者基幹相談支援セ
ンターにおいて、一般相談、健康相談、居宅支援
相談、生活援助相談、就労相談等の必要な指導及
び助言を行う。身体・知的・精神などに障がいの
ある方や、その家族などが抱えている様々な悩
み、困りごとについて、相談支援専門員や社会福
祉士、精神保健福祉士などの専門職員が相談に応
じる。また、市内の相談支援事業所間の連携強化
を図ったり、後方支援や相談支援事業所の相談員
の資質の向上を図るための研修会などを計画実施

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

手話通訳者・要約筆記者相談の実施

聴覚障がい者等の各種相談に応じ、必要な指導・
助言を行うことにより聴覚障がい者等の福祉の向
上を図る。手話通訳・要約筆記派遣制度と連携
し、相談機能を充実させるとともに、相談員の資
質の向上を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

障がい者就労相談の実施

障害者就労支援員を設置し、障がい者から就労に
関する相談を受け、障がい者の適性に応じた就職
活動支援や職場定着支援、職場実習支援等を行
う。

障がい福祉課 B

障害者就労支援員を設置していないが、障害
者から就労の相談があった際には、基幹相談
支援センターで内容を伺い、ハローワーク
や、北播磨就業・生活支援センターに繋い
だ。

見直し
現在は障害者就労支援員は設置していないの
で、次期計画からは書きぶりを変更するか、
項目を削除する方向で進める。

障害者相談員の設置

身体・知的・精神のそれぞれの障害者相談員を設
置し、障がい者更生援護の相談に応じ必要な指導
を行うとともに、障がい者の地域活動の推進・関
係機関の業務に対する協力等、障がい者の福祉の
向上を図る。相談員の資質の向上に向け、研修会

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

家庭児童相談事業の充実

児童問題が複雑化、多様化しているため、児童の
いる家庭等に対し、専門的知識・技術を有する人
たちによる相談指導や措置を実施する。また、相
談員の資質の向上を図る。

こども福祉課 A

児童虐待をはじめ、児童を取り巻く問題が
年々多問題化してきているため、学校やこど
も園、保育所、庁内他課と連携し対応してい
る。２カ月に１回、要保護児童対策地域協議
会（実務者会議）において庁内他課やこども
家庭センター、警察など児童ケースの情報共
有を図るとともに必要な対応策を検討して適
切な助言指導、対応が行えるように取り組ん
でいる。また、令和７年度末に児童虐待対応
マニュアルを改訂し、市関係各所や市内の民
生委員・児童委員へマニュアルを配布すると
ともに啓発研修を行った。

継続

児童問題について関わる中で、家族の障がい
や介護などの問題もあり複雑・多様化してい
る部分もあるため、引き続き、庁内にとどま
らず他機関とも顔の見える関係づくりを構
築、維持し適切な対応が行えるように連携強
化していきます。

民生委員・児童委員の設置

地域住民の最も身近な相談・援助者として民生委
員・児童委員を設置し、地域福祉・在宅福祉の向
上を図る。多様化する状況に対応できるよう、専
門的な研修や情報提供について支援し、委員の資
質の向上を図る。

福祉課 B

民生委員・児童委員を委嘱し、各種研修を通
じ委員の資質向上を図るとともに、毎月開催
の各地区民生委員児童委員協議会に職員が出
席し、情報共有に取り組んでいる。一方で、
欠員地区が複数生じるなど、成り手不足が課
題であり、欠員地区の解消に向けた取組が必
要である。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

市民ふくし相談所の設置
一般相談、健康相談、在宅介護相談、住宅増改築
相談、生活援助相談等を専門相談員及び社会福祉
協議会職員で行い、必要な指導及び助言を行う。

福祉課 B

三木市社会福祉協議会に市民ふくし相談事業
を委託し、市民の日常生活上の悩みや困りご
とに関することなど、多岐にわたる相談に対
応し、助言や援助を行っている。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

三木市障害者（児）地域自立支援協
議会の設置

三木市障害者（児）地域自立支援協議会を設置す
る。協議会の体制は、「そうだん部会」「くらし
部会」「しごと部会」「こども部会」の４部会と
協議会の運営を行う「定例会」、また、各部会に
所属や関係機関等を対象とした「全体会」があ
り、事業所や関係機関との連携・協働体制づくり
を行っている。また、北播磨障がい福祉ネット
ワーク会議と連携し、地域の会議等に参加するな
ど広域的な連携の強化に努めている。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

北播磨障がい福祉ネットワーク会議
の運営

北播磨地域における障がい福祉に関する関係者の
連携及び支援体制等に関する協議を行うため、北
播磨障がい福祉ネットワーク会議を北播磨圏域5市
1町の共同で設置する。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

③

県・関係機関・地域自立支援協議会等と連携し
て、病院・施設等に入院・入所している障がい
者に対し、地域生活移行に関する情報提供や、
支援体制の構築に取り組みます。

地域移行・地域定着支援事業の実施

福祉施設や病院等に入所・入院していた人の地域
生活への移行を支援するため、住居の確保や新生
活の準備等の支援を行う地域移行支援事業や、夜
間も含めた緊急時の連絡・相談のサポート体制を
提供する地域定着支援事業を、事業所と連携して
実施する。

障がい福祉課 A

加東健康福祉事務所中心に北播磨5市1町と医
療機関、指定相談支援事業所などが参加し精
神障がい者の精神科病院からの地域移行につ
いて対象者の抽出と支援方法の検討、情報共
有を行った。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

新
新

第５期計画該当ページ
基本目標 自立した生活を支える支援体制の整備

相談支援体制の充実

施策

地域移行支援体制
の充実

②
地域自立支援協議
会の機能の強化

障がい福祉に関する関係者による連携及び支援
の体制に関する協議を行うために、協議会を設
置し、市内事業所、各種団体との連携を図りま
す。市内で活動する事業者・団体のつながりを
深め、適切な支援の実施につなげるとともに、
教育・医療・介護等の関係機関と連携すること
で、相談支援の質の向上や困難事例への対応の
強化を図ります。
また、北播磨圏域の市町、事業所で定例的に開
催される北播磨障がい福祉ネットワーク会議等
への参画・運営など広域的な連携の強化に努め
ます。

① 相談支援の充実

地域の障がい者・児に関する相談支援の拠点と
して「三木市障害者基幹相談支援センター」を
設置し、総合的な相談業務を中心に行うととも
に、地域や他機関等が実施する障がい者等に関
する各種専門相談機関との連携体制を強化し相
談体制の充実を図ります。また、手話を言語と
される方の相談支援を行うため手話通訳者等を
活用した相談を実施します。
障がいのある人が住み慣れた地域で継続して生
活できるよう、幅広い相談に応じるとともに
ニーズに応じたきめ細かいサービスを総合的・
効果的に提供できるよう相談業務の充実を図り
ます。
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内容（第５期計画記載） 主要事業（第５期計画Ｐ37～） 主要事業の概要 担当課 評価 評価の理由（具体的な取組状況） 今後の方向今後の課題・方針（次期計画要修正事項）

療育連絡会

医療・保健・福祉・教育等の関係者の情報交換を
行い、連携を強化することにより、各種サービス
の総合的推進を図るとともに三木市障害者基本計
画と連動し、福祉・保健体制の見直しや一層の推
進を図る。

こども福祉課
・障がい福祉課

B

療育連絡会は、平成１３年に障がい児支援体
制の確立を目指して発足。事業移管や福祉
サービスの充実で相談・支援体制が強化さ
れ、役割が縮小したため、令和５年３月に活
動は終了した。

完了・廃
止

サポートファイルを作成し、関係課と協議を
継続しながら障がい児支援を推進する。

「健康プランみき21」に基づく各種
健（検）診事業等の実施啓発活動の
推進

健康づくりの集い、乳幼児健診（乳児、１歳６か
月児、３歳児、５歳児）、発達相談事業、訪問指
導、町ぐるみ健診、訪問健康診査、在宅歯科訪問
指導等、各種の保健サービスを実施し、障がいの
原因となる疾病予防と障がいの早期発見に努め
る。

健康増進課
・こども福祉課

A

市民の健康寿命の延伸に向け、疾病の早期発
見と生活習慣病予防を目的とした各種保健事
業を実施。町ぐるみ健診における障がいのあ
る方の受け入れもスムーズに行えたため。

継続

健康づくりの集いは令和元年度に終了し、健
康イベントとしては令和5年度から「みっ
きぃ☆健康ミニフェスタ」として開催してい
る。健（検）診事業は今後も継続して実施。

入学前のつどい

心身または発達に支援が必要な就学前の幼児の保
護者を対象に、先輩保護者や保健・福祉・教育等
の関係者との情報交換の場を持ち、就学までの支
援体制をつくる。

学校教育課・
教育・保育課
こども福祉課
障がい福祉課

A

関係機関と連携し、発達に支援が必要な就学
前の幼児の保護者を対象に入学前のつどいを
開催した。小学校の通級指導担当者や、先輩
保護者も参加し、保護者同士の情報交換や交
流の機会を設けることで、就学に向けた支援
体制づくりにつなげることができた。

継続
関係機関との連携を継続し、保護者が必要な
支援につながり、安心して就学を迎えられる
よう、情報提供や相談体制の充実に努める。

自立支援医療費（更生医療）の支給

更生医療は、18歳以上の身体障がい者が、日常生
活、職業生活などを営む上で、必要な能力を獲得
するため、身体の機能障がいを軽減または改善す
るための医療として実施する。

障がい福祉課 A
所定の事業を計画通り実施している
令和3年度公費負担額　77,494千円
令和7年度公費負担額　86,732千円

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

自立支援医療費（育成医療）の支給

育成医療は、身体に障がいのある児童又はその恐
れのある児童を指定育成医療機関に入通院させ必
要な医療の給付を行い身体障がいの予防など軽減
を図る。

障がい福祉課 A
所定の事業を計画通り実施している
令和3年度公費負担額　121千円
令和7年度公費負担額　 11千円

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

自立支援医療費（精神通院医療）の
支給

精神疾患治療の、通院にかかる医療費の負担を軽
減し、継続して治療を受けやすくするための医療
として実施する。

障がい福祉課 A
所定の事業を計画通り実施している
令和3年度受給者数　1,215人
令和7年度受給者数　1,282人

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

在宅重症心身障害児（者）訪問看護
利用助成事業

居宅において継続して療養を受ける必要がある在
宅の重症心身障がい児（者）の訪問看護に要した
費用の一部を助成することにより、これらの者の
福祉の増進を図ることを目的とする。

障がい福祉課 D

重度障害者医療の対象医療見直しにより訪問
看護についても補助が受けられることとな
る。また、県の訪問看護助成事業終了にとも
ない制度廃止とする。

完了・廃
止

平成30年度末で事業廃止のため、項目削除

重度障害者(児)医療費の公費負担

重度障がい者（児）(身障１･２級、療育Ａ、精神
１級）の疾病または負傷について、医療保険によ
る給付が行われた場合において、その自己負担額
の一部を公費で負担する。（所得制限有）

保険年金課 A
関係各課と連携して制度周知および申請勧奨
を行ったうえで、申請受付を行い、事業が実
施できている。

継続 修正なし。今後も継続していく。

高齢重度障害者医療費の公費負担

後期高齢者医療制度は、75歳以上の方と65歳以上
で一定の障がい（身障１～３級、４級の一部の方
及び療育Ａの方、精神１・２級の方）があると認
定を受けた人が対象の医療保険制度で、医療機関
での自己負担額は１割（一定以上の所得のある方
は３割）となる。身障１･２級及びＡ判定、精神１
級の人は高齢重度障害者医療の公費負担を受ける
ことができる。（所得制限有）

保険年金課 A
関係各課と連携して制度周知および申請勧奨
を行ったうえで、申請受付を行い、事業が実
施できている。

継続 修正なし。今後も継続していく。

特定疾病の公費負担

国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法
律により厚生労働大臣が定める特定疾病の療養を
受けた場合に一部負担金について公費負担を行
う。

保険年金課 B
当該事業の対象者から申請があった場合は、
特定疾病療養受療証を交付し、適切に事業を
実施している。

継続 修正なし。今後も継続していく。

精神障がい者の地域生活への移行に
向けた地域移行・地域定着支援事業

精神科に入院する精神障がい者の地域生活への移
行に向けた支援並びに地域生活を継続するための
体制の構築を図る。

障がい福祉課 A
加東健康福祉事務所と連携しながら所定の事
業を計画通り実施している。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

精神保健福祉法に基づく措置入院公
費負担

措置入院・緊急措置入院は行政権限に基づく強制
的な措置であるため、入院に要する費用は本人の
保険及び公費での負担が原則。患者の医療保険の
自己負担分について（一部自己負担あり）を公費
負担する。

加東健康福祉事務所 D 三木市では対応していない事業である。 見直し 次期計画から削除する。

新
新

施策

第５期計画該当ページ
基本目標 自立した生活を支える支援体制の整備

保健・医療の充実

③
医療機関との連携
による地域包括ケ
アの体制づくり

障がいのある人の日常生活の障壁を取り除くた
め、精神障がい者に対する福祉施策をさらに推
進し、各関係機関のネットワークづくりを進め
ながら、保健・医療との連携のもと、地域移行
と自立生活の支援に努めます。

適切な保健・医療
の利用支援

疾病予防を含めた適切な医療を継続して受ける
ことができるよう、医療体制の確保に努めると
ともに、医療費の助成を実施します。

②

①
障がいの早期発
見・早期支援の推
進

「健康プランみき２１」等に基づき、妊産婦か
ら高齢者までの健康教育、保健指導、健康診査
等を推進し、障がいの早期発見と適切な支援へ
の接続を図ります。
できるだけ早期に適切な療育につながるよう、
発達支援に関する相談体制を充実させるととも
に、関係機関の連携を強化し、将来を見据えた
支援に努めます。また、障がいの原因となる疾
病予防のため、健康教育や健康診査、健康相
談、訪問指導等を通して啓発を行うとともに利
用しやすい体制を検討します。
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内容（第５期計画記載） 主要事業（第５期計画Ｐ37～） 主要事業の概要 担当課 評価 評価の理由（具体的な取組状況） 今後の方向今後の課題・方針（次期計画要修正事項）

「三木市における障がいを理由とす
る差別の解消の推進に関する対応要
領」に基づく取組

三木市職員が事務または事業を行うにあたっての
不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供、
監督者の責務等について定めた「三木市における
障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対
応要領」に基づき、適切な対応の徹底に取り組む
とともに、職員研修等を通じて市職員の理解の促
進を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続していく。

手話通訳者、要約筆記者の設置
聴覚や音声・言語機能に障がいのある方のために
市役所内に手話通訳者や要約筆記者を配置し、各
種行政手続きの支援や日常生活の相談に応じる。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続していく。

三木市共に生きる手話言語条例の普
及、啓発

「三木市共に生きる手話言語条例」に基づき、手
話を使用しやすい環境の構築、手話通訳者の配置
の拡充及び処遇改善など、手話による意思疎通支
援のための施策を推進する。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続していく。

三木市意思疎通支援事業の推進

聴覚、言語機能、音声機能その他の障がいのため
日常生活を営むのに支障がある障がい者等とその
他の者との意思疎通を支援するために意思疎通支
援者を派遣し、円滑なコミュニケーションを図る
ことにより、聴覚障がい者の自立と社会参加の促
進を図る。

障がい福祉課 A
所定の事業を計画通り実施している
令和3年度派遣人数　447人
令和7年度派遣人数　448人

継続 修正なし。今後も継続していく。

点訳・声の広報発行事業の実施

視覚に障がいのある方に対し、情報提供するた
め、点字版と朗読版の広報紙「広報みき」の発行
を行う。また、広報みきの発行にあたっては、弱
視や識字障害にも配慮された字体「ユニバーサル
デザインフォント」を活用し、より多くの方に
とって読みやすい紙面づくりを行う。

障がい福祉課・
秘書広報課

A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

③

盲導犬・介助犬等の普及と活動に対する市民の
理解と合意を高めるとともに、盲導犬・介助犬
等の利用者の外出が円滑にできるように支援し
ます。

盲導犬・介助犬 等の普及・啓発
盲導犬・介助犬等の利用者が円滑に日常生活を送
ることができるよう補助犬に対する、市民理解を
促し利用者の外出が円滑にできるよう支援する。

障がい福祉課 A
ホームページで補助犬に対する啓発記事を掲
載するとともに、補助犬の貸付希望者の募集
を行った。

継続 修正なし。今後も継続していく。

新
新

第５期計画該当ページ
基本目標 自立した生活を支える支援体制の整備

社会参加の促進に向けた支援の充実

施策

盲導犬※・介助犬
※等の普及促進

②
コミュニケーショ
ン支援の充実

平成26年度に制定された「三木市共に生きる手
話言語条例」に基づき、手話や聴覚障がい者に
対する理解並びに普及、市民が手話による意思
疎通や情報を得る機会の拡大、また、市民が意
思疎通の手段として手話を選択することが容易
にでき、かつ、手話を使用しやすい環境の構
築、手話通訳者の配置の拡充及び処遇改善な
ど、手話による意思疎通支援者のための施策を
推進します。
また、聴覚や音声、言語機能の障がいのある方
が、官公庁や病院、学校などで相手方との円滑
な意思疎通を図るため、手話通訳者・要約筆記
者を派遣します。視覚に障がいのある方には、
点訳や朗読による広報の発行をしています。さ
らに、災害・緊急時の情報伝達に備えて、専門
的技術を有する手話通訳者や要約筆記者の確保
及びボランティア等の派遣・協力体制を確立し
ていきます。

①
行政サービスにお
ける合理的配慮の
充実

職員が事務・事業を行うにあたっての不当な差
別的取扱いの禁止と、合理的配慮の提供等につ
いて定めた「三木市における障がいを理由とす
る差別の解消の推進に関する対応要領」に基づ
く取組の徹底を図るとともに、障がいの状況に
応じた情報提供やコミュニケーション手段の確
保に努め、行政情報の提供や行政手続き等にお
けるアクセシビリティ※の向上と配慮の充実を
図ります。
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障がい児保育事業の充実

保育を必要とする中度、軽度の心身障がいを有す
る乳幼児を幼稚園、認定こども園、保育所に受け
入れて障がいのない児童とともに集団保育を行
う。従来の加配保育者による対応を行うととも
に、保育関係者、保健師等関係機関との意見交換
を行い、より充実した障がい児保育に向け検討会
を行い、実践していく。また、障がい児保育担当
保育者の資質向上に向けた研修会を実施する。

教育・保育課 B

支援を要する子どもを各園所において受け入
れ、集団生活のなかで、一人一人の個性や
ニーズに応じた支援を実施するため、各園所
の実情に応じて人員確保や環境づくりを行
い、個々の育ちや学びの場の確保に努めた。
医療的ケアを必要とする子どもについても、
公立園所において受け入れ体制を整え、保育
の機会の提供を行った。
また、個々に応じた支援の充実に向けて、発
達相談や連絡会等で、関係機関や関係課と連
携を図った。

継続

主要事業名⇒修正「特別支援教育・保育の充
実」

各就学前施設において、支援を必要とする乳
幼児等を受入れ、集団保育を行う。加配保育
者の配置等や環境への配慮等、ひとり一人の
教育・保育ニーズに応じた支援を行う。
また、特別支援に関する資質向上に向けた研
修や関係機関との連携を図りながら、より充
実した保育の実践に向けた取組を推進する。

巡回相談の実施
園所の要望に基づき、支援を要する児童の相談を
行い、より良い支援のあり方について指導助言を
する。

教育・保育課 A

希望のあった市内園所を対象に、心理士や作
業療法士、大学教授、特別支援コーディネー
ターによる巡回訪問を年2回ずつ実施し、特別
な支援を要する子どもの発達の理解や適切な
支援の在り方について、指導助言を行った。

継続

引き続き、巡回相談事業を実施し、支援を要
する子ども一人一人の教育・保育ニーズに応
じた支援の充実を図り、個々の育ちを支え
る。

障害児通所支援事業の充実

児童福祉法に基づく事業で、日常生活に必要な動
作の訓練や社会との交流の促進など、身近な地域
で心身の発達支援を行うために、児童発達支援事
業や放課後等デイサービス事業等の拡充に努め
る。

障がい福祉課 A
所定の事業を計画通り実施している。
R3年度実利用者数　292人/日
R7年度実利用者数　411人/日

継続

継続して実施する。ただし、児童発達支援及
び放課後等デイサービスについては、サービ
スの質確保や事業所の乱立を防ぐ観点から、
総量規制が実施されるため、国の動向を注視
しながら対応する必要がある。
支給決定者は年々増加しているものの、市内
の計画相談支援事業所の受け入れ状況が間に
合っておらず、市外の計画相談支援事業所を
利用するケースが増えているのが課題。

親子発達支援教室事業

乳幼児健診等で支援が必要と思われる子どもとそ
の保護者を対象に、親子発達支援教室を実施す
る。教室での親子同士の遊びを専門家がみること
で、子どもに療育が必要かどうか、子どもへの接
し方に関する保護者へのアドバイスを行い、家庭
での療育支援につなげる。

障がい福祉課 A
「にじいろ親子教室」として所定の事業を計
画通り実施している。

継続 修正なし。今後も継続していく。

新
新

施策

第５期計画該当ページ
基本目標 自分らしく生きるための支援の充実

障がい児支援の充実

② 児童の発達支援

支援を必要とする子どもの育成に関し、身近な
地域における療育体制を充実していくため、で
きるだけ早期に適切な支援につながることがで
きるよう、発達支援に関する事業の拡充に努め
るとともに、各種施設や関係機関の持つ知識・
技能を家庭療育に活かせるよう、家庭に対する
支援を行います。

支援を必要とする子どもの就学前教育・保育の
機会の確保に向け、専門機関と連携した支援の
充実を図ります。

就学前教育・保育
の充実

①
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内容（第５期計画記載） 主要事業（第５期計画Ｐ37～） 主要事業の概要 担当課 評価 評価の理由（具体的な取組状況） 今後の方向 今後の課題・方針（次期計画要修正事項）

特別支援教育の充実

障がいのある幼児、児童、生徒や通常学級に在籍
する特別な支援を必要とする児童生徒に対して適
切な指導と必要な支援を行う「特別支援教育」を
進める。保護者、関係機関との連携を図りなが
ら、特別支援教育コーディネーターを中心に一人
ひとりの教育的ニーズに応じた指導計画・支援計
画を作成し、取り組む。

学校教育課 A

特別支援教育コーディネーターを中心に、保
護者や福祉・医療等の関係機関と連携しなが
ら、「個別の教育支援計画」および「個別の
指導計画」を作成・活用するプロセスが学校
現場に定着している。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

進路指導に関する教育相談の充実

支援の必要な子どもや障がいのある幼児、児童生
徒の保護者を対象に、各学校の進路指導担当者、
特別支援教育コーディネーターと連携を密にし、
就学や卒業後の進路等に関する詳細な情報収集
と、個々の障がいの状況の的確な把握により、適
切な進路指導を実施する。

学校教育課
教育センター

A
就学前相談・教育相談の内容や、特別支援教
育コーディネーター等からの情報をもとに、
状況に応じた進路指導ができている。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

②

共生社会の形成に向けて、特別支援学級に在籍
する児童・生徒について、障がいの有無にかか
わらず、共に学ぶ環境の確保に努めるととも
に、小中学校等と特別支援学校の交流や小中学
校等における福祉教育並びに障がい者理解の充
実を図ります。

交流及び共同学習の充実

特別支援学校では居住地校交流、地域校交流、他
の特別支援学校との交流会を行い、集団で学ぶ機
会を設ける。各小中学校の特別支援学級では、交
流学級における活動や特別支援学級の学校間交流
を計画的に取り入れる。

学校教育課 A

特別支援学校や小中学校の特別支援学級にお
いて、居住地校交流や交流学級での活動が計
画的に実施され、子どもたちが多様な集団の
中で共に学ぶ機会が確保された。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

教職員の専門研修講座の実施

教育センターの専門研修講座において，特別支援
教育講演会を開催し、担当教員の特別支援教育に
関する指導方法等の専門性の向上を図る。特別支
援教育担当教員の資質・指導力の向上を図るた
め、内容をより充実させるとともに教職員の研修
計画に基づいた研修会を実施する。また、校内研
修の充実を図る。

教育センター A

教育センター主催専門研修講座「Miki
Education Days」において、専門性の高い講
師を招き、研修会を実施した。研修をもとに
した実践にもつながっている。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

特別支援教育コーディネーターによ
る調整

校内教育支援委員会を中心として、支援が必要な
子どもの指導計画・支援計画を検討し、支援のあ
り方に関して教職員に共通理解を図りながら支援
を進める。保護者等の相談窓口となり、子どもた
ちが安心して学校生活を送ることができるよう就
学や教育的ニーズなどの教育相談を行う。

学校教育課 A

担任一人に抱え込ませず、学校全体で「個別
の指導計画・支援計画」を検討する組織的な
支援体制が確立している。校内教育支援委員
会において支援のあり方について教職員間で
共通理解が図られ、チームとして適切な指導
を行う意識が定着している。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

新
新

インクルーシブ教
育システムの構築

施策

第５期計画該当ページ
基本目標 自分らしく生きるための支援の充実

教育支援体制の充実

①

③
相談・支援体制の
強化

特別支援教育コーディネーターや通級指導担当
教員による教育相談及び巡回指導、関係各課の
相談窓口等、関係機関と連携した支援体制の強
化を図ります。そのために、教育及び療育に関
わる職員の専門性や指導力の向上に努めます。

支援を必要とする子どもが自身の可能性を伸ば
し、将来地域において自立した生活を送るため
に、乳幼児期から学校卒業後まで一貫した支援
計画のもと、適切な指導・支援に努めます。支
援が必要な子どもにとって、適切な就学先が決
定されるようにするため、就学相談体制の充実
を図ります。

教育施策の充実
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内容（第５期計画記載） 主要事業（第５期計画Ｐ37～） 主要事業の概要 担当課 評価 評価の理由（具体的な取組状況） 今後の方向 今後の課題・方針（次期計画要修正事項）

障害者就労支援員設置事業の実施

就労に関する専門員を設置し、就労を希望する障
がい者の相談を受け、個々の適応力に応じた就労
につながるよう就職活動支援や職場実習支援、職
場定着支援等を行う。関係機関との連携を強化
し、職場開拓を行うとともに、一般就労の増加に
努める。

障がい福祉課 D

障害者就労支援員を設置していないが、障害
者から就労の相談があった際には、基幹相談
支援センターで内容を伺い、ハローワーク
や、北播磨就業・生活支援センターに繋い
だ。

完了・廃
止

次期計画では削除する。

障がい者就労相談の実施

障害者就労支援員を設置し、障がい者から就労に
関する相談を受け、障がい者の適性に応じた就職
活動支援や職場定着支援、職場実習支援等を行
う。

障がい福祉課 B

障害者就労支援員を設置していないが、障害
者から就労の相談があった際には、基幹相談
支援センターで内容を伺い、ハローワーク
や、北播磨就業・生活支援センターに繋い
だ。

見直し
現在は障害者就労支援員は設置していないの
で、次期計画からは書きぶりを変更するか、
項目を削除する方向で進める。

障害者職場体験事業（インターン
シップ事業）

特別支援学校高等部１年生を対象に実施。市役所
や関連施設 内の事務作業等を体験する。

障がい福祉課 A
毎年10月にのじぎく特別支援学校高等部1年生
の職場体験事業を市役所内の各部局で4日間程
度の受け入れを行った。

完了・廃
止

令和8年度から、特別支援学校の授業内容の
見直しがあり、受け入れ終了。次回項目削除

障がい者を雇用する事業所への支援
市内の企業において市内在住の障がい者の人数に
応じて雇用を促進・継続するための補助金（障害
者雇用促進助成金）を交付する。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

市内事業所等への障がい者雇用の実
態に関する訪問・調査活動

市内企業等へ訪問し、障がい者雇用に関する実態
調査を行う。

障がい福祉課 B
市内企業等への訪問は行っていないが、毎
年、兵庫労働局に照会し、市内の障がい者雇
用の状況を把握している。

見直し

市内企業への訪問や指導については、兵庫労
働局が実施しているため、引き続き、毎年照
会を行い、市内の障がい者雇用の状況把握を
継続する。
次期計画では書きぶりを変更する方向で進め

障がい者庁内作業所の運営

一般就労が困難な障がい者に就労の機会を提供す
るために、庁内作業所「ワークルーム虹」を開設
し、市から軽作業を委託する。市から積極的に作
業を委託することで、従事者の授産能力の向上と
工賃の増額を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

障害者優先調達推進法の推進

国の障害者優先調達推進法に基づき、市で調達方
針を定め、市で使用する物品や役務について、優
先的に障害者通所施設等へ発注し、工賃向上等の
支援を行う。全庁的な協力が得られるよう事業の
啓発に努め、発注の拡大を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

庁舎内における事業所等で作成され
た物の展示や物販の実施

庁舎内展示スペースにおいての展示や庁内福祉コ
ンビニに委託して、事業所等で作成された物の販
売を行う。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

新
新

施策

第５期計画該当ページ
基本目標 自分らしく生きるための支援の充実

就労機会の拡充

福祉的就労※等の
支援

③

一般就労が困難な人について、事業所等と連携
して就労移行支援や就労継続支援等の就労機会
の確保に努めます。
また、福祉的就労における工賃の向上に向け、
三木市が定めた「優先調達方針」に基づき、市
からの委託・発注の拡大による収入の向上を図
ります。

②
事業所等への啓発
活動の推進

関係機関と連携し、市内事業所等に対し、障が
いのある人が職業を通じて、働くことの意義と
社会参加の重要性について理解の促進を図ると
ともに、障害者差別解消法や改正雇用促進法に
基づく障がいを理由とする差別の禁止や合理的
配慮の提供義務について、周知・啓発に努めま
す。

①
障がい者雇用・就
業の促進

障がいのある人の雇用の充実を図るため、公共
職業安定所（ハローワーク）等の関係機関と連
携して、障がいの状況に応じた職業指導、ジョ
ブコーチによる支援、職業紹介、就職先との
マッチング等を行うとともに、企業に対して障
がいの種類・程度に対応しつつ、個別的な職業
指導、職業紹介、その他相談に応じることので
きる体制の充実を図ります。就労移行・就労継
続支援事業所と連携し、一般就労における雇用
の拡大を図るとともに、障がいに応じた就労機
会の確保に努めます。
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障がい者スポーツ大会の開催
障がい者がスポーツを通じて、体力の維持と機能
の回復の向上を図り、家族やボランティア等と積
極的に交流を図り、互いに理解を深める。

障がい福祉課 B
コロナの影響もあり、中止した年や交流の充
実が困難なこともあったが、継続して実施す
ることができた。

継続

修正なし。今後も継続して実施する。
コロナ移行、交流の充実ができていないの
で、今後は、家族やボランティアに加え、市
民とも交流できるような大会をめざし、工夫
する必要がある。

有料公園施設の使用料の減免

指定管理者制度を導入している三木山総合公園等
の有料公園施設（プール、テニス場、グランド
等）を三木市都市公園条例に定められた地域に住
む障がいのある人（身体障害者手帳・療育手帳・
精神障害者保健福祉手帳を所持している者、及び
同じ程度の障がいをもつと認められる者）が利用
する場合、その使用料を減額免除することについ
て周知徹底し運営していく。兵庫県障害者のじぎ
くスポーツ大会の開催について、継続して協力す
る。障がい者が利用しやすいよう、屋内プールに
は障がい者用男女別ロッカーとトイレを完備して
いる。

都市政策課 A 所定の事業を計画通り実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

②

障がいのある人の自己表現機会のひとつである
文化芸術活動の機会の確保を図ります。また、
文化芸術活動を通じた地域における交流や発表
の場の確保等に取り組みます。

障害者週間に伴う事業所等の作品展
示会開催

障がい者に対する理解を深めるとともに、共生社
会（障がいの有無にかかわらず誰もが人格と個性
を尊重支え合う社会）の理念の普及と啓発活動を
行う。

障がい福祉課 A 所定の事業を計画通り実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

③

読書バリアフリー法の施行を踏まえ、障がいの
ある人の読書活動へのアクセスを高めるため、
利用しやすいメディア（点字図書・拡大図書・
録音図書）の普及・充実等に取り組みます。

対面朗読の実施

読書バリアフリーの推進に向け、図書館において
朗読ボランティアと連携し、活字による読書が難
しい方に図書館資料を代読する。
また、点字図書・大活字本・録音図書の充実と普
及に努める。

図書館 A

活字での読書が困難な方へ、対面朗読の機会
を提供している。また、新たに図書の定期宅
配サービスや、国立国会図書館が提供してい
るディジーデータをＣＤ－Ｒにダウンロード
し利用者に貸し出す「視覚障碍者等専用デー
タ送信サービス」も実施している。

継続
図書館利用が困難な方にも、便利に使える図
書館のサービスを知ってもらうために、広報
活動を行う。

新
新

施策

文化芸術活動の推
進

読書バリアフリー
の推進

①
スポーツ活動の推
進

障がいのある人の豊かな生活と健康の増進に向
け、スポーツ・レクリエーション活動の機会の
確保を図ります。また、学校・地域等において
障がいの有無にかかわらず参加・交流すること
のできる障がいスポーツの普及・促進に取り組
みます。

第５期計画該当ページ
基本目標 自分らしく生きるための支援の充実

スポーツ・文化芸術活動等の推進
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内容（第５期計画記載） 主要事業（第５期計画Ｐ37～） 主要事業の概要 担当課 評価 評価の理由（具体的な取組状況） 今後の方向 今後の課題・方針（次期計画要修正事項）

福祉のまちづくり重点地区整備の推
進

高齢者、障がいのある人等が安全かつ快適に生活
できる環境をつくるため、市街地等を対象に、高
齢者・障がいのある人等の利用に配慮したまちづ
くりを推進するため、必要な施設、道路等の整備
を計画的に推進する。

福祉課 B

兵庫県福祉のまちづくり条例に基づく届出の
審査及び完了検査を行っているが、バリアフ
リー基本構想に基づく重点整備地区の設定に
までは至っていない。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

公共施設の改修・整備

兵庫県福祉のまちづくり条例の趣旨に沿って、既
存公共施設が高齢者・障がいのある人等誰にも利
用しやすいものとなるよう、市の公共施設マネジ
メント計画に沿って施設の改修等を検討する。

福祉課 B

兵庫県福祉のまちづくり条例に基づき、市内
公共施設にかかるバリアフリー情報の公表の
実施状況を毎年確認ができているが、施設の
改修等の検討にまでは至っていない。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

新設施設等への指導

バリアフリー法に基づき、障がいのある人等が安
全かつ快適に利用できるよう配慮された建築物等
の整備を促進するため、建築物等の建築に際して
事前に届け出を求め、整備基準に適合するよう、
あるいは認定を求め、誘導的基準を満たすよう、
必要な指導・助言・支援を行う。

福祉課 B
事業者から兵庫県福祉のまちづくり条例に基
づき、届出があった場合、適切な指導・助言
を行っている。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

障がい者住宅改造費の助成
障がいのある人に配慮した住宅改造を促進するた
め、障がい者世帯の住宅改造費の一部を助成す
る。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

障がい者等に配慮した既存市営住宅
の設備等の改善

障がい者や高齢者等のセーフティネットの受け皿
としての役割を果たす住宅施策を進めるため、共
用部分への手摺りの設置等のバリアフリー化を進
める。「三木市公営住宅等長寿命化計画」と定期
点検の結果に基づき、計画的にバリアフリー化を
実施する。

建築住宅課 A

市営住宅の共用部分である通路やスロープ・
手すり等の設置状況の点検を行い、インター
ロッキングのがたつきやアスファルト舗装の
破損を発見したので修繕を行った。

継続

修正なし。今後も継続して市営住宅の共用部
分である通路やスロープ・手すり等の設置状
況の点検を行い、不具合等が発生していない
か点検及び修繕を行う。

自動車運転免許取得費の助成
自動車運転免許を取得することにより、身体障が
い者の勤労と行動範囲の拡大を促進し生活の自立
向上を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

自動車改造費等の助成

身体障がい者（上肢・下肢・体幹機能障がい者で
特別障害者手当の所得制限限度額以内）または、
生計を同じくする介護者（特別障害者手当の所得
制限限度額以内）が就労等に伴い、自らの所有す
る自動車の操向装置等の一部を改造または福祉車
両を購入する必要がある場合に、その経費を助成
することにより、身体障がい者の社会参加の促進
を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

福祉タクシー等の利用助成
障がいのある人など、移動困難者の移動手段を確
保するとともに、障がいのある人の社会参加の促
進を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

移動支援事業の充実
社会生活上不可欠な外出や、余暇活動等の社会参
加を支援するためにガイドヘルパーを派遣する。

障がい福祉課 A
所定の事業を実施している。
R3年度利用者数　61人
R7年度利用者数　82人

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

福祉有償運送サービス事業の実施

在宅で車いす等を利用し、移動が困難な障がい者
等を対象に福祉車両での送迎を行い外出を支援す
る。超高齢社会を迎え、利用希望者が増加してお
り、ボランティア協力者の増員を図り、より一層
の拡充を目指す。

福祉課 A
本事業の補助制度を設けることで、対象事業
者が所定の事業を実施している。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

ノンステップバスの導入の推進
路線バスのバリアフリー化を推進し、高齢者、身
体障がい者等の利便性の向上を図るとともに、バ
ス利用を促進する。

交通政策課 B
車両更新の際は、一定の配慮をするなどした
ほか、出前講座を通じて公共交通の利用促
進、周知を行った。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

道路の適正使用指導による通行の安
全確保（あんしん歩行エリアの整
備）

高齢者や障がいのある人等が歩行時に道路通行の
支障となる放置自転車等の道路不法占用（使用）
物件の撤去・移動や道路工事中の安全対策措置を
指導することにより通行の安全確保を図る。

道路河川課 A 所定の事業を実施している。 継続 前回計画と同内容で継続する。

「高齢者、障害者等の移動等の円滑
化の促進に関する法律」に基づく歩
道整備

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関
する法律（バリアフリー法）」に基づき、障害者
や高齢者にも寄り添った歩きやすい（適切な構造
の）歩道整備・歩道リニューアルを推進する。

道路河川課 A 所定の事業を実施している。 継続 前回計画と同内容で継続する。

新
新

施策

③
移動・交通対策の
推進

障がいのある人の外出や社会参加を促進するた
め、福祉タクシー等の利用助成や地域生活支援
事業による移動支援事業の充実に努めます。

第５期計画該当ページ
基本目標 いきいきと共に暮らせる地域社会の形成

福祉のまちづくりの推進

②
住宅のバリアフ
リー化の推進

障がいのある人が、できる限り住み慣れた地域
で安心して快適な生活が営めるよう、住宅整備
の改善や資金助成等に関する相談、助成等を支
援していきます。

①
建築物のバリアフ
リー化の推進

兵庫県福祉のまちづくり条例※に基づき、障が
いのある人等が安全かつ快適に利用できるよう
配慮された建築物等の整備を促進するため、建
築物等の建築に際して事前に届け出を求め、整
備基準に適合するよう、あるいは認定を求め、
誘導的基準を満たすよう、必要な指導・助言・
支援を行います。
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避難行動要支援者援護者支援

民生委員・児童委員の協力により、災害時に自力
避難できない方を「避難行動要支援者名簿」に登
録し、自主防災組織が中心となって避難支援体制
を構築する。

危機管理課・
福祉課

B

日頃からの情報提供に同意をいただいている
避難行動要支援者については、民生委員・児
童委員の協力のもと、「くらしあんしんシー
ト」を作成し、自主防災組織内での支援体制
について共有・確認が図られている。

継続
避難行動要支援者の不同意名簿の取扱いにつ
いて、今後の方針を検討していく必要があ
る。

命のカプセル

医療情報や緊急情報を記載した用紙をカプセルに
入れ、冷蔵庫に保管しておき、災害時や緊急時に
その情報を利用し、適切かつ迅速に医療行為など
が受けられるように「命のカプセル」の利用につ
いて普及啓発を行う。

危機管理課 B

避難行動要支援者には、民生委員・児童委員
を通じて、命のカプセルを直接手渡しするこ
とができている。また、避難行動要支援者以
外の人でも、利用申込により利用可能として
いる。
　令和８年７月時点　2,616人登録

継続
カプセルの中身を最新の情報に入れ替えてい
ただくなど、市民への更なる周知や啓発活動
が必要である。

避難施設の改善

災害において、自宅等が被害を受けまたは、被害
を受けるおそれのある者を一時的に学校や公民館
等の既存建築物に収容し、避難生活を行う施設と
して一般の指定避難所52か所、福祉避難所22か所
を指定している。避難所の耐震化とバリアフリー
化を推進する。

危機管理課・
福祉課

A

指定避難所となっている小中学校、市立の公
民館等には、毎年、指定要員である市職員、
施設管理者とともに現地確認を行ったり、福
祉避難所についても連絡先担当者の確認や備
蓄物品状況を更新するなど連携が図られてい
る。また、学校等の公共施設の統廃合等によ
る避難先の変更などにも対応している。
耐震化及びバリアフリー化については、所管
部署にて適切に対応できている。

継続
修正なし。引き続き、指定避難所として適正
な維持管理に努める。

災害情報の配信

携帯電話やパソコンへのメール配信、ホームペー
ジやSNS、固定電話機、FAX、全国瞬時警報システ
ムによるコミュニティＦＭへの割込み放送など、
多様な情報網を活用して災害時要配慮者をはじ
め、市民への情報伝達のより一層の充実に努め
る。災害情報については多様な手段で配信するほ
か、新たな手法の導入を検討する。

危機管理課 A

自主防災組織の説明会や研修会などを通じ、
三木安全安心ネット（ひょうご防災ネット）
への加入登録を推進するとともに、区長や民
生委員・児童委員を対象に三木防災メールへ
の登録を依頼している。また新たにＳＭＳ
（ショートメッセージサービス）も活用でき
るようにするなど多様な情報発信環境を整え
ている。
　三木安全安心ネット登録状況
　　令和８年６月時点　12,617人（アプリ
版）
　　　　　　　　　　　 7,482人（メール配

継続

従来からの三木安全安心ネット（メール配信
版、アプリケーション版）や三木防災メール
への登録に加え、ＳＭＳ（ショートメッセー
ジサービス）への利用登録追加など、引き続
き、複数の情報発信手段を確保するとともに
その情報発信手段と方法について市民への周
知徹底を図る。

聴覚障がい者からの緊急通報体制の
充実

高機能消防指令システムにより、聴覚障がい者か
らの119 番緊急通報ファクシミリ及びNET119緊急
通報システムの受信体制をとる。手話通訳者の現
場派遣は、通報者の申し出があった時や状況に応
じて三木市意思疎通支援者を派遣する。迅速な初
動体制を図り、聴覚障がい者の安全安心確保に努
める。

消防本部 A

令和７年度、聴覚障がい者からの１１９番緊
急通報ファクシミリでの通報は０件、ＮＥＴ
１１９緊急通報システムでの通報は２件で
あった。

継続
今後も引き続き通報システムの円滑な運用と
機器の保守管理に努め、聴覚障がい者の安全
安心確保に努める。

福祉のしおりの発行
障がいのある方やその家族の方が利用できる福祉
サービス等の概要等を掲載した冊子を発行する。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

緊急通報システムの充実

ひとり暮らしの高齢者・重度身体障がい者や高齢
者のみの世帯などに、急病や事故等緊急事態にお
ける不安を解消し、生活の安全を確保するため
に、緊急通報装置の貸与を行う。また定期的に電
話訪問を行い、緊急事態を未然に防止する。

障がい福祉課・高齢
福祉課

A
対象者に緊急通報装置を貸与し、近隣協力員
の協力により、急病や緊急時の不安を解消
し、生活の安全を確保できた。

継続

高齢者、障がい者が住み慣れた地域で安心し
て暮らせるよう、地域住民の見守りや支えあ
いにつながるサービスを推進し、制度の周知
を図る。

ＦＭ放送(ＦＭみっきぃ)の活用
視覚に障がいのある方も視聴するFM放送（エフエ
ムみっきぃ）を活用し、災害・防災情報をはじ
め、住民にとって必要な情報を発信する。

危機管理課・秘書広
報課

A 所定の事業を計画通り実施している 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

防災情報マップの作成

浸水区域や土砂災害などの危険箇所を表示した
「防災情報マップ」を各戸に配布し、危険箇所を
認識してもらう。また、防災情報マップを利用し
た訓練や学習会を実施し、内容の啓発を実施す
る。

危機管理課 B

令和３年度に更新した「三木市防災情報マッ
プ（11地域別）」については、全戸配布を行
い、必要に応じて増刷を行うなど、市民への
周知・啓発を行っている。また、令和８年度
中の防災情報マップのリニューアルに向け
て、作業を進めることができている。今後
は、リニューアル後の防災情報マップの市民
への周知・啓発方法について更なる検討が必
要である。

継続

防災情報マップのデジタル化など市民にとっ
て“より便利に”“よりわかりやすく”とな
る防災情報マップ作成に配慮するとともに、
地域への出前講座や防災研修において有効に
活用していく。
令和８年度更新の防災情報マップから全戸配
布は廃止するが、電子ブック対応、公民館等
での窓口配布、その他希望者への郵送など引
き続き、市民への周知・啓発活動を継続して
実施する。

施策

第５期計画該当ページ
基本目標 いきいきと共に暮らせる地域社会の形成

安全・安心な地域環境づくり

③ 防災のまちづくり

障がいのある人を含めたすべての人々を災害か
ら守るため、関係機関との連携を図るととも
に、情報提供やコミュニケーション手段の充実
を図っていきます。また、障がいのある人が参
加できる防災訓練を実施していきます。

②
情報提供・通信体
制の充実

障がいのある人は、様々な情報から隔絶されや
すいため、情報提供・通信体制を充実していく
必要があります。災害・緊急時の情報伝達に備
えて、専門的技術を有する手話通訳者や要約筆
記者の確保及びボランティア等の派遣・協力体
制を確立していきます。また、聴覚や発話の障
がいによる１１９番通報が困難な方のために、
緊急通報システムの普及に努めます。

①
災害時要配慮者
※支援体制の整備

「三木市地域防災計画」に基づき、災害時要配
慮者の支援対策を整備するとともに、住民に対
する意識啓発を行い、自治会単位で機能する横
断的な防災組織や協力体制の整備、日頃からそ
れぞれの地域の民生委員・児童委員、民生・児
童協力委員、ボランティア等の活動を通じ、障
がいのある人を含めた地域住民による危機管
理・ネットワークが構築できるよう支援しま
す。



自主防災組織の育成強化

市内199地区に結成している「自主防災組織」の機
能を存分に発揮できるよう組織の育成と防災資機
材を充実させる。防災資機材の補充、拡充に対し
て補助制度の活用を推進し、資機材の点検を兼ね
た自主防災組織の防災訓練や育成研修会などを開
催していく。

危機管理課・
消防本部

A

毎年、４月に自主防災組織の活動説明会、１
月に自主防災組織育成研修会を開催し、自主
防災組織活動を通しての共助の重要性を説明
するとともに、自主防災組織が購入される防
災資機材や備蓄物品に対して支援を行うこと
で組織の育成強化に努めている。
　令和７年度実績　37組織　2,442千円助成
また、自主防災組織が主体となって行われる
訓練や研修会へも講師派遣などを通して支援
の実施ができている。

継続 修正なし。今後も継続して実施する。

防災訓練の実施

市の総合防災訓練を実施するとともに、自治会や
地域での防災訓練を推進する。総合防災訓練で
は、市民が参加できる訓練項目を多用する。ま
た、地域の防災訓練では、初期消火訓練や心肺蘇
生の講習等の訓練実施に関し、支援を行う。

危機管理課・
消防本部

A

毎年９月末頃に、地震と風水害の想定を交互
にした「市総合防災訓練」を実施している。
訓練では、防災関係機関との連携訓練のほ
か、住民１次避難、初期消火、土嚢積み、飲
料水給水、簡易トイレ設置などの市民参加型
の訓練を多く取り入れて実施しており、ろう
あ協会からも訓練参加に協力いただいてい
る。
　令和７年度実績　訓練参加 　　約690人
　　　　　　　　　うち市民参加　 374人
　　　　　　　　　　　　　　　　（危機管
理課）

令和７年度、主要公民館からの依頼に伴う地
域の防災訓練については５地域、各自治会単
位の自主防災訓練については、12自治会が訓
練を実施した。参加総数約1,700人の市民が初
期消火訓練や心肺蘇生の講習等の訓練を実施
することで、市民への防災意識の啓発に努め
ることができた。

継続

今後も時勢に応じ、訓練方法及び訓練項目の
内容の見直しを図りながら、市総合防災訓練
を継続して実施する。
　　　　　　　　　　　　　　　（危機管理
課）

今後も引き続き主要公民館での防災訓練や自
治会単位の自主防災訓練に職員を派遣し、初
期消火訓練や心肺蘇生の講習等の訓練を通し
て、障がいのある人も含め、市民への防災意
識の啓発に努める。
　　　　　　　　　　　　　　　　（消防本
部）

防災フェスティバルの実施

防災フェスティバルを開催し、防火、防災に対す
る正しい知識の習得と防災技術の向上を図る。よ
り多くの参加を得るため、開催の周知に努め、障
がいのある人も安心して参加できるような会場づ
くりや合理的配慮の提供を行う。

消防本部 A

令和７年度は市の総合防災訓練と同時開催
し、障がいのある人にも合理的配慮に努めな
がら、地震、降雨、初期消火等各種体験コー
ナーを体験することによって、防火・防災知
識、技術の向上を図った。

継続

令和８年度は障がいのある人も含め、熱中症
対策及び会場内の移動負担の軽減等を図るた
め、防災フェスティバル会場を三木山総合体
育館に変更し開催する予定。

新
新

③ 防災のまちづくり

障がいのある人を含めたすべての人々を災害か
ら守るため、関係機関との連携を図るととも
に、情報提供やコミュニケーション手段の充実
を図っていきます。また、障がいのある人が参
加できる防災訓練を実施していきます。
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障がい者に関する人権教育・啓発の
推進

障がい者に対する差別や偏見を取り除くため、市
民の交流や障がい者への理解を促進するとともに
あらゆる機会をとらえて「障害者差別解消法」の
周知を図る。また、平成29年度に策定した「三木
市人権尊重のまちづくり基本計画（第3次）」に基
づき、障がい者に関する人権教育・啓発を推進す
る。

人権推進課 A

　人権問題啓発冊子「ふるさとに生きる」に
おいて複数年にわたり障がい者の人権を特集
したほか、毎月発行の「隣保館だより」や毎
年の「人権フォーラム」を通じて、障がい者
の人権に関する啓発や当事者等による発表を
実施した。
　また、令和８年度の兵庫県人権教育研究大
会東播磨大会では障がいのある人たちのス
ポーツ活動を支援する団体「スペシャルオリ
ンピックス三木」の発表の場を設け、教職員
や市民など多くの参加者への周知を図った。
これらの取組を通じて、基本計画に基づいた
障がい者への差別や偏見を取り除く人権教

継続

　令和6年度に改定された「三木市人権尊重
のまちづくり基本計画（第4次）」に基づ
き、市民への継続的な啓発に加え、当事者や
民間団体との連携をさらに強化する。
　また、相手の立場に立った思いやりのある
行動を促し、「障害者差別解消法」に基づく
配慮や理解がさらに深まるよう、より実践的
な啓発事業を推進する。

福祉教育の推進

各小・中学校において、車いす・手話体験授業な
どの福祉教育事業等を行い、障がい者に対する正
しい理解と認識を深める。体験的な学習の体系化
に努め、より発展充実を求め実施していく。

学校教育課 A

各小・中学校において、車いす・手話体験授
業などの福祉教育事業等を行い、障がい者に
対する正しい理解と認識を深める取組を行っ
ている。

継続 前回内容と同内容で継続。

②

障害者権利条約や障害者基本法に基づく、共生
社会の理念や、地域における生活の促進につい
て、市民の理解の促進と差別の解消に向けた取
組の充実を図ります。障害者差別解消法におい
て、民間事業者においても合理的配慮の提供が
努力義務とされていることを踏まえ、障がい者
の社会参加のための社会的障壁を除去・軽減し
ていくことの必要や、そのための合理的配慮の
提供について、市民、地域団体、民間事業所等
の幅広い理解と取組の拡大に向けた周知・啓発
を行います。

障害者差別解消支援地域協議会の設
置

障害者差別解消法に基づき、障がい者差別を解消
するための取組を効果的かつ円滑に行うことを目
的として、三木市障害者差別解消支援地域協議会
を設置し、関係機関の連携による対応や障がい者
差別の解消に資する取組の共有と分析、紛争解決
の後押し、障がい特性の理解のための啓発等につ
いて協議する。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

障がい者虐待相談窓口の設置

障害者虐待防止法に基づき、虐待に関する通報や
相談に対応する。相談窓口の周知に努め、関係機
関との連携を強化し、速やかな対応に努める。ま
た、虐待予防の啓発に努める。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

成年後見制度利用支援事業の実施

身寄りのない認知症の高齢者や障がいのある人な
ど自分で十分に判断することができない人が、そ
の人らしく自立した日常生活ができるよう、介護
保険サービス、障害福祉サービスの利用等におい
て、市が行う成年後見制度の利用を支援する。利
用促進のための広報・普及活動（パンフレットな
ど）、成年後見制度の利用に係る経費に対する助
成を行う。

障がい福祉課・高齢
福祉課・福祉課

A

認知症等により判断能力が十分でない高齢者
の方等で身寄りがない等の理由で後見等開始
の審判の申立てができない方について、市長
が変わって申し立てを行った。また、後見人
等に報酬が支払うことが困難な低所得の高齢
者等に対し、市が報酬を助成した。

継続

継続して成年後見制度の利用を支援する。ま
た「成年後見制度の利用の促進に関する法
律」の第２期利用促進計画が令和８年度で終
了するに伴い、次期計画への対応を行う。

地域福祉権利擁護事業の実施

高齢者や障がいのある人の権利擁護に関する支援
の必要性に対応していくため、「権利擁護デス
ク」が中心となり、啓発、相談、支援の各取組を
進めていく。

社会福祉協議会 A
三木市が実施する事業でないため、次期計画
では書きぶりを変更する。

見直し

権利擁護支援のための中核機関（権利擁護支
援推進センター）の機能強化

障がいのある人や認知症高齢者など権利擁護
に関して、適切な支援に繋がるよう「中核機
関（権利擁護支援推進センター）」の広報、
相談、利用促進などの機能強化と多職種によ
る地域連携ネットワークの構築を推進する。
（高齢福祉課、福祉課、障がい福祉課）

新
新

施策

人権啓発と差別の
解消に向けた取組
の充実

第５期計画該当ページ
基本目標 いきいきと共に暮らせる地域社会の形成

人権の尊重と権利擁護の推進

③ 権利擁護の推進

障がいのある人の人権が尊重され、不当な扱い
を受けることがないよう、障害者虐待防止法に
基づき、関係機関と連携して障がいのある人に
対する虐待の防止に取り組むとともに、虐待の
事案の発生に対する早期対応の体制を整備しま
す。また、様々なサービスを適切に利用するこ
とが困難な人に対して、権利の擁護とサービス
の利用等を支援するため、成年後見制度を推進
するとともに、それを補完する取組として地域
福祉権利擁護事業※の適切な運営を支援してい
きます。

①
福祉・人権教育の
推進

障がい者に対する差別や偏見を取り除くため、
理解促進や交流の場を拡充し、あらゆる機会を
通じて教育や啓発を推進します。障がいのある
人とない人が、お互い理解を深めるためには、
幼少期からの福祉・人権教育が重要であること
から、小・中学校の学校教育において、障がい
のある児童・生徒との交流及び共同学習を実施
するなど、お互いの人権を尊重し合い、正しい
理解と認識を深める教育の推進に努めます。
福祉・人権教育を学校教育段階での実施にとど
めることなく、偏見や差別を解消するため、福
祉や人権に関する講演会を開催するなど、効果
的な福祉・人権教育の推進に努めます。
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①

共生社会の実現に向けては、行政、事業者だけで
はなく、市民の自発的な活動の活性化も大切で
す。関係団体と連携しながら、ボランティア活動
やＮＰＯ※等の市民の自主的・自発的な活動を支
援します。

自発的活動支援事業の実施
障がい者・児が自立した日常生活を営むことができ
るよう、障がい者及びその家族、地域住民等におけ
る自発的な活動を支援する。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

②

障がい福祉に関わる施策や事業、支援サービスの
あり方を考える上で、障がいのある人自身が当事
者の立場から意見を述べ、参画できる環境を作る
ことや、自らが支援サービスや事業の担い手とし
て関与していくことは基本的に重要です。障がい
のある人が中心となった当事者団体の活動支援に
取り組むとともに、政策決定過程への参加の促進
を図ります。

社会福祉審議会等の障がい福祉施策に
係る会議への当事者団体等の参画

障がい者施策等に関する計画策定等の、審議の場で
ある社会福祉審議会等に各障がい者団体の参画を促
進する。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

北播磨障がい福祉ネットワーク会議

北播磨５市１町が共同で設置し、地域の障がい福祉
に関する様々な仕組みづくりに関する中核的な役割
を果たすため、相談支援事業者や障害福祉サービス
事業者、保健・医療・福祉関係機関、教育・労働関
係機関などで構成され、各関係機関との連携を深め
るとともに、地域住民やボランティアなどの地域福
祉活動との連携・協働体制づくりを行う。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

播磨地域障害者福祉連絡会
北・中・西・東播磨圏域の各市町が共同で設置し、
地域の障がい福祉に関する制度や障害福祉サービス
に係る情報の共有を図る。

障がい福祉課 A 所定の事業を実施している。 継続 修正なし。今後も継続して実施する。

新
新

施策

ボランティア・市民
活動の促進

当事者の参加の推進

③ 周辺自治体との連携

北播磨圏域の市町や相談支援事業者、保健・医
療・福祉関係機関、教育・労働関係機関などで構
成する「北播磨障がい福祉ネットワーク会議」に
おいて開催される、障がい福祉の様々な仕組みづ
くりに関する会議等に参加するなど広域的な連携
の強化に努めます。

第５期計画該当ページ
基本目標 いきいきと共に暮らせる地域社会の形成

共生社会づくりに向けた連携・協働


